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抄録 

 本論文は，既にEU研究に適用されながらもその問題点が指摘されてきた歴史的制度主義をEU
（European Union）研究に活用することができるようにするために，歴史的制度主義アプローチの

操作，修正を試みるものである． 

 それまで停滞していたEU統合が1980年代半ばの域内市場統合計画によって息を吹き返すと，EU
に対する理論的アプローチが発展した．歴史的制度主義はそのうちのひとつであり，EU諸機関が時

間の経過とともに加盟国政府に影響を与えて，加盟国政府にさらなる制度化を選択させると主張し

てきた．しかしながら歴史的制度主義は，政府の国益や選好に関わる前提を競合理論であるリベラ

ル政府間主義と共有したため，議論の上で大きな制約を抱えることになった．本論文はその制約を

明らかにしたうえで，EU研究に適合するように歴史的制度主義を操作，修正する． 

 新たに操作を加えた歴史的制度主義は，加盟国による制度的選択が自国では解決することができ

ない課題の「欧州的（集合的）解決」であること，それゆえに当該制度選択がゆくゆくは加盟国を

拘束することを明らかにする．このような理解は，EU研究における歴史的制度主義に向けられてき

た学術的批判にこたえてその問題点を克服するとともに，たとえばユーロ危機の顛末のように一度

統合が停滞した後に再統合が進む理由やメカニズムを明らかにする可能性がある．  
 

１． はじめに 

1980 年代前半まで停滞していた EU（European 

Union）統合は，1980 年代半ばに提唱された「1992

年域内市場統合計画」で息を吹き返した．これを

EU の新たな組織化だと捉えた研究者たちは，様々

な理論を提唱した．そのうち，新制度論の一学派

であった歴史的制度主義（historical institutionalism）

は，EU の諸制度が時間の経過とともに加盟国の選

択に制約を課すことによってさらなる制度化が進

むと指摘した．一方で，歴史的制度主義では事後

（post-hoc）の説明にならざるを得ない，変化を予

測することができない，仮説を提示することがで

きない，といった問題点も指摘された[1]． 
その後の EU，とりわけ今世紀に入って拡大やユ

ーロ危機を経験した EU には，危機こそ指摘され

たものの，劇的な統合進展があったという評価は

少ない．そのためなのか，理論研究自体が当時ほ

ど活況ではない．しかしながら，直近では財政危

機後に財政同盟へ向けた取り組みが進むなど，危

機を経て統合が進んでいるという事実を踏まえる

と，時間の経過が EU の発展に関係するという視

座を有する歴史的制度主義は，統合が進んでいな

い時期こそ調査・検証をすすめる機会であり，わ

れわれに示唆を与える可能性がある[2]．ところが
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いざ歴史的制度主義による EU 分析を吟味すると，

競合理論との議論の成立を進めた結果，その説明

枠組に自らみすみす大きな制約を課していること

が明らかになる．本論文は，その制約を研究史上

の展開を踏まえながら指摘した上で，克服方法を

検討するものである．具体的には，第２節におい

て EU 研究における歴史的制度主義アプローチの

発展を，競合理論であるリベラル政府間主義

（liberal intergovernmentalism）との関係で捉える．

第３節では，競合理論との対話を成立させる配慮

がなされたがゆえに，歴史的制度主義の説明に制

約が生じていることを，双方の理論が事例に用い

た域内市場統合のケースを使いながら示す．第４

節では，前節で指摘した問題点，さらには従来か

ら指摘されていた歴史的制度主義の問題点を克服

するために，EU の実情に合わせて歴史的制度主義

を操作する．そのうえで，域内市場統合進展の経

緯について，従来の歴史的制度主義や政府間主義

の説明とは異なる説明を試みる． 
 

２． EU に対する歴史的制度主義的アプローチ 

 1960 年代中庸から 1970 年代にかけての統合停

滞は，統合理論（国際統合論）研究の沈滞をもた

らした．しかしながら域内市場統合計画を皮切り

に経済通貨同盟や共通外交安全保障などへの取り

組みが進むと，一連の統合推進のダイナミズムを

説明するべく再び理論研究に焦点があたった．EU

が超国家組織であろうと政府間組織であろうと，

定められた機関が所定の手続きに基づいてこれを

運営しているならば，EU を制度とみなしてよいと

いう理解[3]から，制度論的アプローチがさかんに

なった[4]． 

 まず大きな注目を集めたのは，政府間主義

（intergovernmentalism）であった．政府間主義は

元々，国際統合論とりわけ新機能主義

（neofunctionalism）に対して，統合はあくまで加

盟国政府の国益を超えないところでのみ進められ

ると主張してきた．したがって，域内市場統合計

画を契機とした統合進展も，政府間主義にとって

は加盟国政府の国益の反映にほかならなかった．

加盟国は今なお主要なアクターであり，統合（制

度化）は加盟国による外交交渉の産物であり，交

渉のなかで各国は国益を最大化しようとするのだ

と主張する政府間主義[5]のなかでも，とりわけモ

ラブチック（Andrew Moravcsik）が提唱したアプ

ローチは，リベラル政府間主義と呼ばれて注目を

集めた．モラブチックは，一般的に域内市場統合

を推進したとみなされがちな欧州議会，欧州司法

裁判所，欧州委員会といった EU 諸機関，そして

ドロール（Jacques Delors）欧州委員会委員長や『域

内市場白書』を提出したコーフィールド（Lord 

Arthur Cockfield）といった個人のイニシアティブ

は，加盟国政府のマンデートから発したものだと

主張した[6]．「リベラル政府間主義」という語をタ

イトルに用いた論文では，国内選好形成について

のリベラル理論と当該選好をもった政府間交渉と

いう二段階の説明を用いて，EU レベルの制度設計

（統合進展）を説明してみせた[7]． 
 これに対してサンドホルツとザイツマン

（Wayne Sandholtz and John Zysman）は，域内市場

統合計画が合理的なアクターによる合理的な交渉

結果だということに疑問を呈した[8]．バルマー

（Simon Bulmer）は制度的なアレンジメントが政

治交渉の結果に影響を与えていると主張し，制度

が自ら行動することに焦点を当てる必要性を強調

した[9]．そのような考え方をもつ研究者は，欧州

委員会や欧州司法裁判所をはじめとする EU 諸機

関，ゆくゆくは国境をこえて交易（transaction）を

するアクターの存在と行動に注目するようになっ

た[10]．歴史的制度主義は，そうした反・政府間主

義的な議論の一翼を担った． 

 歴史的制度主義は，制度を公式・非公式の手続，

ルーティン，規範，慣例だとみなすホールとテイ

ラー（Peter Hall and Rosemary C. R. Taylor）による

定義[11]を参照したうえで，制度は加盟国によって

生み出されるものの，一度生み出されると自らの

論理がはたらき加盟国をも制約することを示唆し

た．とりわけピアソン（Paul Pierson）は，従来の

歴史的制度主義の研究成果[12]を EU に適用した結

果，加盟国の合理的な決定によって生み出された

制度が時間の経過とともに粘性（stickiness）を持

ち，経路依存（path dependent）的に加盟国を拘束

（lock in）し，加盟国の戦略だけでなく目的すら

形づくり，加盟国政府にとっては（制度設計者で

あるにもかかわらず）意図しない方向へと制度化

が進むことを示したのである[13]．EU 研究における

歴史的制度主義が焦点を当てたのは，EU 諸機関が

時間の経過とともに加盟国の権力を制約する過程

であった[14]． 

 一方の政府間主義，とりわけモラブチックは，
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1998 年の著作『Choice for Europe』でそれまでの説

明をさらに発展させた[15]．彼は，加盟国の選好形

成についてのリベラル理論，政府間交渉について

の政府間主義といった従来の説明に加えて，制度

選択の理論で構成される理論を提示した．彼は，

（EU 条約改正のための）政府間交渉の結果 EU の

組織化すなわち主権のプールが起こるのは，加盟

国のコミットメントへの信頼性を高めるため，不

完全な契約，モニタリング，コンプライアンスの

問題を解決するためであると説明した[16]．そして，

条約改正交渉では加盟国の国益のみが反映され，

とりわけ英仏独三大国の選好の最低ライン

（minimum denominator）で交渉が妥結することを，

過去の基本条約改正交渉の事例を通じて示してみ

せた． 

これに対して，アームストロングとバルマー

（Kenneth Armstrong and Simon Bulmer）は，EU は

加盟国政府が解決できない問題を集団的に問題解

決していると指摘し，その集団的問題解決プロセ

スである「ガバナンス」が EU 諸機関によっても

たらされていると主張した[17]．これを分析するた

めには，単なる行政や政治選択だけにとどまらず

それらが生み出される過程に焦点を当てることが

重要であり[18]，制度が特定の価値をもち，その価

値が時間とともに加盟国を制約し，その制約に EU
諸機関などの制度的な文脈が関係することを指摘，

この点で彼らの視座は歴史的制度主義的であると

主張した[19]． 
 さらにバルマー個人は，EU ガバナンスの変化が

政府による条約改正交渉の結果ではないこと[20]を

強調し，EU の諸制度は特定の価値や規範を有して

いてそれらが徐々に出現すること[21]，制度は自律

的であり中立なアリーナではありえずバイアスが

かかっており，内生的な発展を遂げることを指摘

した[22]．制度に埋め込まれた価値や規範，ルーテ

ィンに注目すると，それらにまつわる過去の選択

がその後の政治的な行動を制約していると指摘し

た[23]．そうすると，モラブチックが強調した政府

の選好も重要ではあるが，欧州司法裁判所の判決，

欧州委員会の働き，域内市場統合を求める（支持

する）トランスナショナルな利益の存在が域内市

場統合計画の発展にとって重要であったと結論づ

けたのである[24]． 
 政府間主義の説明に満足しない研究者は，加盟

国の選好とその交渉（bargaining）では選択されな

かった形で統合が進展したことに注目した．その

ため，加盟国とは対照的に統合を促進する意図を

持った存在として，EU 諸機関にとどまらず多国籍

企業を含めた超国家的アクターに注目する研究が

現れた．サンドホルツとストーンスウィート

（Wayne Sandholtz and Alec Stone Sweet）は，EU 諸

制度が単なる加盟国の交渉の産物だとすると，超

国家的アクターやそれらが織りなす社会は生まれ

ないと指摘した[25]．条約改正交渉にせよ日常の政

策形成にせよ，超国家的アクターの交流増大がさ

らなる統合を需要し，そうした需要に合わせた行

動や利益が出現してさらなる EU の制度化が促さ

れるが，そうした要請に対して加盟国政府は受け

身（reactive）であり[26]，ある時点からそうした動

きは後戻りできないものとなる様を描いた[27]． 

 もっとも，彼らは政府間主義を完全に否定した

わけではなく，当初は政府間主義的であった EU

のガバナンスが，超国家アクターの存在と行動に

よってより超国家的なガバナンス，すなわち EU
の制度化へと向かうのだと主張している[28]．彼ら

はまた，一連の議論を電気通信や航空自由化，経

済通貨同盟さらには環境政策といった広い事例で

検証した．EU 諸機関やトランスナショナルなアク

ターによって加盟国政府が政府間交渉では選択し

得なかった成果を生み出す様子を描き出した彼ら

の議論は，超国家主義（supranationalism）と呼ば

れた． 

 こうして，EU に対する歴史的制度主義的アプロ

ーチは，EU 統合はあくまで加盟国政府間交渉の産

物であるという政府間主義に対して，ある時点で

の制度選択が時を経てさらなる制度化をもたらす

と主張した．その際 EU 諸機関や多国籍企業とい

った超国家アクターが関与すること，それらが

「1992 年域内市場統合計画」を支持する価値・選

好を有していたがゆえに制度化は「あるタイミン

グ」で不可逆的なものとなり，加盟国政府は覆す

事ができなくなるのだと強調した． 
 

３． 域内市場統合計画と歴史的制度主義的アプロ

ーチ：リベラル政府間主義の軛に起因する分

析射程上の問題 

 歴史的制度主義は，政府間主義が依拠する加盟

国政府の選好に関わる前提を受け入れつつも，あ

る時点の制度的な選択が時間の経過とともに加盟

国政府の利益や行動を制約することを示そうとし



 
人間生活文化研究 Int J Hum Cult Stud. No. 28 2018 

 

EU 研究に歴史的制度主義を適用する方途についての試論 711 

 

た．ただ，加盟国政府が中心的な制度構築者であ

り加盟国政府は自身の目的に資するための行動を

とるという前提を受け入れた[29]ために，歴史的制

度主義は「リベラル政府間主義の軛」[30]とも呼べ

る重荷を負うことになった．加盟国政府の国益に

関する前提を受け入れると，歴史的制度主義が政

府間主義的な議論を批判し，なおかつ制度主義ら

しい示唆を提起することは立論戦略上，非常に困

難になるのである． 

 たとえば，モラブチックが事例に用いた条約改

正交渉は，そもそも政府間主義の要素が色濃く反

映された事例であった．EU は加盟国政府が承認す

る条約（基本条約）に基づいて設置機関と政策決

定手続きとを定め，条約に基づき運営されている．

条約の発効には調印と批准が不可欠であることを

考えれば，条約改正交渉における主要なアクター

は加盟国政府以外にあり得ない[31]．「1992 年域内

市場統合計画」の実施とその実施方法が単一欧州

議定書（Single European Act）の調印・批准によっ

て確定したのであれば，条約の交渉と妥結を加盟

国政府の国益から説明することは至極自然ではあ

る． 
 このように条約改正交渉その時点にのみに注目

すると，個別の政府間交渉に焦点が当たる．それ

ゆえ歴史的制度主義は，ある条約改正交渉と次の

それとの間の期間，あるいは日々の政策形成に焦

点を当てることによって説明対象となるタイムス

パンを拡げて，その結果，単一欧州議定書策定に

至る過程で EU 諸機関が役割を果たしたと強調し

てきた[32]．ただ，自身の目的に資する行動をとる

加盟国政府が制度の影響を受けた事実を示すため

には，EU 諸機関（の行動）が加盟国政府の選択に

制約を与えた―場合によっては加盟国政府の目的

をも変えた―メカニズムを示さなければならず，

これには膨大な作業が必要になる． 

 たとえば，欧州司法裁判所の判決をはじめとす

る EU 諸機関による主体的な行動と加盟国による

単一欧州議定書の妥結との間には数年のラグがあ

り，この間に制度に起因しない要因が加盟国の国

益に影響している可能性を勘案しなければならな

い．実際，サンドホルツとザイツマンは，石油危

機後の世界経済の変化が EU および国内政治の変

容を迫ったことを示唆しており[33]，EU 諸制度によ

る加盟国に対する影響はかなりの程度相対化され

てしまう．同様に，ピアソンが指摘する「重大な

岐路（critical juncture）」や「経路依存」が制度（EU
諸機関）からのみもたらされているのか，制度の

外からもたらされてはいないかを切り分ける必要

がある．制度からもたらされた場合には，それが

加盟国の行動を方向付けるまでの間にその他の要

因が影響していないかを検証する必要がある．ピ

アソン自身，結果がどこまで意図せざるもの

（unintended）だったのかという検証は必要だとし

ている[34]．仮にこれら諸点を克服することができ

たとしても，加盟国の国益や選択が影響を受けた

ことを示す研究は，「制度論」とは称しながらも，

加盟国国内政治の変化，政策担当者の認識変化と

その持続が主たる焦点となりかねない．そのよう

ななかで実際に展開されてきた議論は，EU 諸機関

のはたらきかけを「描写」することはできても，

それが加盟国に影響を与える「メカニズム」や影

響が発生する「条件」を明らかにしたとは言い難

く，域内市場統合のケースでは政府間主義と歴史

的制度主義の間でほぼ平行線の議論が繰り広げら

れた． 

 実際，単一欧州議定書制定までの政治過程分析

にあたって，歴史的制度主義も政府間主義も，用

いた資料（史料），事実に大きな差はない．EU 側

の刊行物として年次刊行の『General Report』，月次

刊行の『Bulletin of the European Communities』，日々

情報更新される『Agence Europe』といった資料を

参照し，加盟国首脳や政治家のメモや記録を参照

し，関係者にインタビューした．その結果，主に

以下７つの事実，すなわち，第一に 1980 年代初頭

の欧州理事会（首脳会合）では毎度予算問題と機

構改革で議論が紛糾したこと，第二に，とはいえ

1979 年に欧州司法裁判所が所謂「カシス判決」を

下して域内市場統合をすすめる方途を示唆したこ

と，第三に欧州議会議員グループが 1980 年代前半

に機構改革案を提出したこと，第四に 1984 年にフ

ランスが欧州理事会の議長国になりシャトル外交

を繰り出したこと，第五にその結果としてフォン

テーヌブロー欧州理事会（1984 年）で改革が動き

出すこと，第六に 1985 年にドロールが欧州委員会

委員長に就任，コーフィールドを域内市場担当委

員に任命して『域内市場白書』をまとめさせたこ

と，第七に同年のミラノ欧州理事会で条約改正へ

の政府間会議開催が決まり単一欧州議定書の策定

へと至ること，については，両者ともに丁寧に描

き出している[35]． 
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それにもかかわらず，両者は一連の事実評価を

めぐって対照的な結論を導出する．歴史的制度主

義は，1983 年まで予算や機構改革において全く妥

協点を見出すことができなかった加盟国に対して，

カシス判決を導出した欧州司法裁判所[36]，機構改

革ひいては域内市場統合のフレームワークを作っ

た欧州議会[37]，域内市場統合のタイムスケジュー

ルと方法を導出した欧州委員会―とりわけドロー

ルやコーフィールド等といった個人―の果たした

役割を重視する[38]．EU 諸機関や個人が行動した傍

ら，加盟国では石油危機後の世界経済の変化が国

内の伝統的な成長・雇用モデルの失敗をもたらし，

左派が敗れ去り，政策変容を迫られた．その過程

で，加盟国は EU 諸機関の提案に影響を受け，時

に EU の提案，EU レベルの同意を国内政治の機会

として利用したと評価した[39]．その間の加盟国政

府は，むしろ受動的（reactive）だったと評価され

た[40]． 

他方，政府間主義は，ミッテラン仏政権が国内

経済政策の「大転換」をした上で 1984 年に英独に

対してシャトル外交を展開するまで，EU 諸機関に

よる諸取り組みはすべて加盟国に採用されていな

いと評価，加盟国政府の選好が好意的になっては

じめて条約改正と域内市場統合が可能になったの

だと主張した[41]．したがって，1983 年までに EU
諸機関が行ってきた取り組みと提案，ビジネス界

の圧力は，説明に有意な事実としてはすべて却下

された．ドロールとコーフィールドのイニシアテ

ィブすら加盟国政府が与えたマンデートのもと行

われたに過ぎないと評価し[42]，EU 側の提案は主要

加盟国によって修正がなされたうえで採否が決ま

る[43]と主張した．政府間会議の結果締結された単

一欧州議定書案については，「EU 側が次善のもの

として受け入れるようになった」[44]とまで指摘し

た．EU 諸機関が働きかけた事実は否定しないが，

それらは加盟国によって修正あるいは拒否されて

おり，加盟国の選択に影響を与えなかったという

のが，政府間主義の一貫した評価だった．ミラノ

欧州理事会における前例のない多数決実施ですら，

政府間主義にとっては分析上大きな事件とはなら

なかった．議長国イタリアによる多数決提案に激

怒したといわれるサッチャー（Margaret Thatcher）

英首相が次の会議には参加したという事実に触れ

てはいるものの，統合に賛同というより他の加盟

国に排除されないという消極的な選好を指摘する

にとどめた[45]． 
このように，国益と国家の行動にかかる前提を

共有しほぼ同じ資料（史料）と事実を用いている

にもかかわらず，両学派は対照的な結論に至り，

両者の議論は平行線をたどった．やがて，厳密な

意味での歴史的制度主義というよりは，時間とと

もに多様なアクターによる関与とそれによっても

たらされる政策・法形成（ガバナンス）を対象に

する研究が多くなった（前節のアームストロング

とバルマー以降の議論を参照）．ただ，域内市場統

合や経済通貨同盟など，様々な統合プロジェクト

や日常の政策が進展と停滞，そして再度の進展を

繰り返しているからには，制度は統合のゆくえを

左右する何かしらを担っているのではないだろう

か．「加盟国の国益を変える」とまで踏み込まずと

も，従来の議論を操作，修正して何か示唆をもた

らすことはできないだろうか． 

 たとえばピアソンは，スコチポル（Theda 

Skocpol）の研究を参照しながら，一度設立された

制度には現状維持の傾向が働くと示唆した[46]．ま

た，バルマー，ストーンスウィーツやサンドホル

ツ，ザイツマンなどは，単一欧州議定書は一から

策定されたわけではなくローマ条約で実践できて

いないことを達成すべく修正されたものだと主張

する[47]と同時に，国家が制度に対して受け身だと

も指摘してきた[48]．さらに，サンドホルツとザイ

ツマンは，国際政治経済的な文脈が EU の外から

働いていることを示唆した[49]． 
 こうした洞察は，歴史的制度主義が「リベラル

政府間主義の軛」すなわち加盟国の選好や国益に

関する前提を共有したことによって陥った立論戦

略上の困難―とりわけ，変化の源泉が EU の外に

あり，なおかつ加盟国への影響を明らかにするた

めには制度ではなく国内政治を射程に置かない限

り（歴史的制度主義の）説明の妥当性を明らかに

することができないという限界―を克服する手が

かりにならないだろうか．次節では，この課題に

取り組む． 
 

４． EU の実情に合わせて歴史的制度主義を操作

する：試論として 

 前節で指摘したように，EU 研究に歴史的制度主

義の前提と議論とを当てはめると，政府間主義と

の差異を強調するどころか立論に無理が生じる．

そのため歴史的制度主義を用いて何か示唆を得よ
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うとするのなら，EU の実情に合わせて歴史的制度

主義を操作する必要がある．操作にあたって，本

論文では「加盟国によって選択された制度が時を

経るとは，何を意味するのか」を明らかにするこ

とに努め，既存研究が明らかにしようとした「制

度がどのように（時を経て）加盟国政府の選好，

国益，アイデアをも変えるのか」を明らかにする

ことは回避する．というのも，前節で指摘した通

り，制度が加盟国の国益や選好に影響を与えたこ

とを示すためには国内政治分析が不可欠となり，

制度論であるにもかかわらず国内政治の検証を経

てのみ制度の評価が完結するという違和が生じる

からである．また，これも前節で指摘した通り，

加盟国の国益や選好が制度以外の要因，たとえば

国際政治経済環境の影響を受けている可能性が高

い．制度が時を経ることの意味をまず問うという

作業は，制度とは異なる要因に説明が依存するこ

とを避けると同時に，事後の説明に終始し仮説を

提供できないと批判されてきた従来の歴史的制度

主義の問題点をも克服する可能性がある． 

 次に，EU の実情に合わせて歴史的制度主義を適

用するためには，EU という制度についての確認が

必要である．以下の諸前提は EU の運営に関わる

事実であり，政府間主義，歴史的制度主義にかか

わらず認めているものである． 
 

前提①：EU（およびその諸機関）は，加盟国が

調印・批准した基本条約の規定に基づいて運営

されている． 

前提②：加盟国政府は，その条約を締結するに

も条約規定を実施・導入するにも，はたまた日

常の政策（派生法）を決定・導入するにも，立

法者／決定者として鍵を握る[50]． 

前提③：それゆえ，条約改正交渉，日常の政策

形成の別にかかわらず，一旦は EU レベルで妥

結されたことであっても，加盟国がこれを留保

する（ゆえに批准や導入が遅れたり失敗したり

する）ことがある． 

前提④：対して，EU 諸機関は条約の規定にした

がう形でのみ運営される（行動する）． 
前提⑤：EU は通常，加盟国政府レベルで十分対

処し得ること，あるいはそれ以下のレベルで十

分管理・解決することができることには介在せ

ず，規模や効果の面において EU レベルの解決

が求められることに取り組む[51]． 

 

 以上の前提を用いて，制度が時を経るとは何を

意味するのかについて，域内市場統合計画までの

道のりをたどりながら検討する．そうすると，歴

史的制度主義を EU 研究に適合するように操作す

る道筋が見えてくる． 

 まず，域内市場統合計画の根拠となる単一欧州

議定書（1986 年調印）は，加盟国が一から交渉し

て作り上げたものではない．バルマーが指摘した

通り，域内市場統合計画の要諦，すなわち「人，

モノ，サービス，資本（４つの要素）の国境移動

に障壁のない地域の創設」は，元々は 1957 年調印

のローマ条約で定められた[52]．前提①，②および

前提⑤と合わせて考えると，４つの要素の自由移

動は当時加盟国にとって必要だったことになる．

実際，石炭鉄鋼共同体創設後の加盟国経済は好調

であり，石炭鉄鋼以外の分野における域内貿易促

進が望まれていた[53]． 

 ローマ条約の規定のうち，関税同盟は予定より

早く完成した．ところが共同市場の創設すなわち

４つの要素の自由移動は，非関税障壁の撤廃を望

まない加盟国がいたため[54]進まなかった．前提②

および前提③に照らして考えると，加盟国は自ら

条約で定めた非関税障壁撤廃を留保したことにな

る．そうした留保は，所謂「ルクセンブルクの妥

協」（1966 年）における全会一致慣習導入（事実

上の拒否権導入）によって，正当化された．加盟

国がこれを援用して非関税障壁撤廃を留保すれば

するほど，条約の規定と現実との間に乖離が生じ

た[55]．この乖離こそが，制度的な観点からすれば，

1960 年代後半から 1980 年代前半にかけての統合

（共同市場）停滞の要因である[56]．他方，前提③

および前提④は，そうした加盟国の動向にかかわ

らず，EU 諸機関は条約規定に従って活動し続ける

ことを示唆する．欧州司法裁判所によるカシス判

決は，まさにそのような例であり，研究者をして

EU 諸機関は自律的に行動して役割を果たすと認

知されてきた[57]．また，条約規定の４つの要素の

自由移動に機会を見出す多国籍企業などの超国家

なアクターも登場した[58]． 
 他方，加盟国は条約規定に従うこと，所定の手

続きに従って加盟国間合意に至ることにことごと

く失敗した．1980 年代半ばまでは，欧州理事会で

は予算問題をめぐって毎度交渉が暗礁に乗り上げ，

非関税障壁撤廃問題では進展がなかった．フォン
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テーヌブロー欧州理事会で予算問題が妥結した後

は，非関税障壁撤廃と共同体の改革が重要案件に

なったが，加盟国間の立場には大きな隔たりがあ

り，それはミラノ欧州理事会でピークに達した．

通常全会一致で決定が下されるところを，議長国

イタリアが条約改正のための政府間会議を開催す

ることについて，前代未聞の投票に付した[59]．こ

の後政府間会議を経て単一欧州議定書が妥結され，

そこで改めて 1992 年を期限とした４つの要素の

自由移動達成による域内市場の完成が目指され，

そのための意思決定迅速化を促す特定多数決導入

へと至った． 

 ここで，ルクセンブルクの妥協で獲得した事実

上の拒否権を加盟国政府が放棄した理由―別言す

れば単一欧州議定書における多数決導入を決めた

（受け容れた）理由―を制度的要因のみで説明す

るのは，前節で強調したとおり困難である．加盟

国政府の態度変化には EU 諸制度からの影響の他

にも，国際政治経済環境の変化，加盟国内の政治

情勢変化（政権交代等），首脳の考え方の変化など

が考えられ，それらの精査が不可欠だからである．

因果関係が複雑であればあるほど説明は時期や政

策領域に依存すると結論づけるのが，従来の歴史

的制度主義の結論のパターン[60]だが，そのような

説明では EU 諸制度が加盟国に影響を与えるタイ

ミングとメカニズムを（単なる描写をこえて）予

見することは困難である． 

 翻って，制度が時を経る意味を問う本論文が注

目するのは，一旦加盟国が条約を締結したらその

規定の留保は結果として修正を迫られる，という

事実である．このとき，EU 研究においては，前提

⑤と合わせて考えることが重要である．つまり EU

統合進展（EU の制度化）とは，加盟国がそれを希

求・承認してはじめて妥結されるものであり，そ

こには「欧州的な解決を希求しなければ目下の課

題を解決することができない（政府間主義的な語

を用いるなら，利得（gain）を得ることができな

い）」という意味で，「自ら下した決定（制度選択）」

に重み（モメンタム）がもたらされる． 

 域内市場統合の事例に立ち返ってみると，1950
年代から 1960 年代には復興と経済成長のために，

1970 年代から 1980 年代にかけては競争力を取り

戻し米日に対抗するために，加盟国はより広い市

場を必要としていた．ただ，それぞれの時代にお

いて「より広い市場」を EU 域外に求めることは

不可能ないし非現実的であった．とはいえ，西ヨ

ーロッパ市場に期待するにもその市場は分断され

ており，加盟国単独の努力でその分断が解消する

ものでもなかった．加盟国単独の取り組みではな

く，EU としての（集合的な）解決が求められた所

以である．それゆえローマ条約締結においては，

石炭鉄鋼共同体でもたらされた域内貿易量増加の

再来を期待し，関税同盟と共同市場の創設を定め

た． 

 確かに，ローマ条約で関税同盟創設と共同市場

創設を定めた後も各国に主権は残されており[61]，

加盟国は常に条約上の要請を遵守した訳ではない．

欧州レベルの解決を求めるに至ったという加盟国

の立場（ポジション）の安定に時間がかかり，時

にそれが後退，逆行することもある．現に加盟国

の多くは，ルクセンブルクの妥協以降，事実上の

拒否権を用いて非関税障壁の撤廃を留保し，共同

市場計画は頓挫した．しかしながら，このとき，

問題解決が EU レベルで追求されるほど加盟国単

独による解決が不可能（あるいは非効率）なのだ

という事実が，歴史的制度主義的な議論にとって

は重要である．ブレトンウッズ体制崩壊そして石

油危機後のヨーロッパ経済は，集合的な解決を留

保したところで加盟国独自の策もまた実を結ばな

い様を露呈した． 
 結局，加盟国による留保は加盟国が当初希求し

た問題解決に直結するものではない．そのため，

加盟国政府は共同市場計画の焼き直しとしての域

内市場統合計画を支持し，その実施のための多数

決制導入を条約に定めることにした．こうした加

盟国政府の態度変化を説明しようとすると，ピア

ソンのいう「重大な岐路」や「意図せざる結果」
[62]のような議論をしなくてはならない．しかしな

がら，これらは制度だけでなく加盟国の国内情勢

や国際政治経済環境の変化も関係してくるため，

明確な説明や予測は困難である． 

 ただ，ピアソンが行ったジェンダー平等政策等

の事例研究[63]を参照すると，実際には分岐的事件

が起こるかなり前に引き金となる政策（派生法）

制定や議決方法変更，はたまた（後に参照される

ことになる）取り組みなどがある．「種」があるこ

とは指摘しやすいが，そこから「芽」や「花」が

いつ出てくるのかを説明したり予測したりするの

は困難だとなれば，「種」に焦点を当てた方が「制

度論」としては議論を成立させやすい．「意図せざ
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る結果」についても同様で，イシューの連関密度

（issue density）がどの程度になれば意図せざる結

果を生起するのかは定かではない[64]．蓄積された

取り組み，そしてそれに機会を見出したアクター

がそれらをリソースにしてさらなる制度化を進め

たというのであれば，その根源となる「当初の制

度化（制度選択）」に焦点を当てた方が「制度」に

かかる「論」として成立しやすい．加盟国政府が

加盟国による問題解決ではなく欧州的な解決を希

求・決定するという事象が，その後の展開に大き

なモメンタムを与えるのである． 

以上，本節冒頭で提示した前提を用いて域内市

場統合にまつわる事実を確認してきたが，それは

制度をどのように理解することになるのか．また，

その理解は従来の歴史的制度主義をそのまま用い

た EU 理解とどのように異なるのか． 
まず，本論文において制度とは，加盟国の必要

と承認があって形成されるものである．加盟国単

独で解決不可能な問題をその規模・広域性を活か

して集合的に解決する方が利得を生むと判断した

ために，EU レベルの制度構築・政策形成が選択さ

れた．一旦制度が生まれると，これに従って行動

する EU 諸機関や，これに機会を見出す多国籍企

業のような非国家行為主体が現れる．とはいえ，

加盟国が EU レベルで決まったことを留保して導

入しなければ，制度の内実は伴わない．ただ，加

盟国が留保したとしても，EU レベルでの対処を求

めたという事実は，形成された制度やルール，政

策に（導入されていない状態とはいえ）残る．同

時に，形成されたルールに基づき行動する EU 諸

機関そして形成されたルールや制度に機会を見出

す行為主体が現れて行動するため，形成された制

度やルールに内実を伴わせようとしている側と留

保している側との間に「差」が生じる．この「差」

は加盟国による留保が長期にわたるとその分拡が

るが，当初加盟国政府が欧州的な解決を希求し承

認したという点において，欧州的な解決へと向か

う方にモメンタムを与える．これが，制度が時を

経ることの意味である． 

 以上のような「制度が時を経る意味」を問う形

での制度の理解は，制度の長期にわたる展開を対

象にしている点で従来の歴史的制度主義と同じで

はある．しかしながら，制度のみから説明するこ

とができない国際政治経済情勢や国内政治要因に

関わる説明を回避したために，従来の歴史的制度

主義よりも議論の対象が簡素に（狭く）される形

で EU 研究に用いられることになる．一方で，加

盟国政府が当初希求し承認した欧州的解決が後々

に影響を与えることを前面に出している点で，

「事後の説明に終始する」，「予測可能な仮説を提

示できない」といった従来の批判を克服する．正

確なタイミングを予測するためには国際政治経済

情勢と国内政治にかかる変数を加えなければなら

ないが，「一度希求・承認されたものであれば，統

合は進む」ことを強調している点で，従来の歴史

的制度主義より明確に変化のタイミングとその不

可逆性を示唆している．すなわち，一度加盟国が

必要だと判断して希求し妥結した EU レベルの制

度選択（欧州的解決）は，加盟国がその後これに

抵抗したり留保したりしたところで当該解決を希

求したきっかけや政策課題から逃れることはでき

ない．本論文が操作した歴史的制度主義は，従来

の歴史的制度主義とは異なり，統合が選択された

時点で結果としてこれが達成されることを示唆す

る．このことは，統合提案，停滞そして再度の進

展を繰り返し，時に統合停滞時期が長きにわたる

EU を分析するにあたって，従来の説明よりも深い

理解を提供し得る． 

 

５． おわりに 
 本論文は，歴史的制度主義を EU 研究に適用す

る際に指摘されてきた問題点はリベラル政府間主

義と前提を共有した後の議論の戦略によるものだ

ということを明らかにし，その問題点を克服する

方法を検討した．本論でおこなった EU 研究に適

用するための歴史的制度主義の操作は，加盟国政

府が自ら解決できない事案の欧州的解決を希求し

て条約（あるいは派生法，政策）を締結したとい

う事実に重きをおき，加盟国政府は自らが EU レ

ベルで妥結したことを時に留保するが，当初欧州

的解決策を希求したがゆえに長期的には留保解消

へと転じることになることを強調するものである． 
 本論文でおこなった操作は，前提②および前提

③が条約，派生法，政策，あるいはそれらの集合

といった場合でそれぞれ前提⑤および結論が異な

ってこないかどうかという細かな検証を要するも

のの，域内市場統合の事例だけでなく，たとえば

危機後のユーロや財政同盟，リスボン戦略・欧州

2020 といった経済戦略，デジタル単一市場といっ

た近年の重要政策課題にもあてはまるのではない
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かと考えている．これらはいずれも 2000 年代から

2010 年代にかけて停滞していると一度は評価され

たことがある政策領域である．危機だとされる時

期にあっては，そして一旦妥結した統合が加盟国

を強く拘束する事案であれば，加盟国によって制

度化が留保され続ける可能性は高い[65]． 

 本論文は「制度」が加盟国を拘束するメカニズ

ム説明に外部要因である国際政治経済情勢と国内

政治とを用いないように配慮したため，国内政治

にかかる議論を捨象したが，反統合や統合懐疑に

かかる国内政治情勢如何では統合が停滞し（留保

され）続けることは当然あり得る．しかしながら，

分野にかかわらず，加盟国が一度は EU レベルで

取り組むと定めたという「種」がある以上，欧州

的解決へと向かうモメンタムがあり，反統合ない

し統合懐疑を上回るほどの統合促進要因が制度自

体あるいは国政政治経済情勢から出現すれば，あ

るいは加盟国単独での解決が困難だということが

国内政治において認識されれば，当初の欧州的解

決へと回帰せざるを得なくなるのではないかとい

うことを示唆した． 

 近年，EU のゆくえに対する悲観論やセンセーシ

ョナルな分析・論評が容易に巻き起こされるなか，

本論文の結論は，当初希求された欧州的解決が重

要であるがゆえにこれに立ち返って検討すること

を勧める．後々議論が巻き起こることになるよう

な統合計画をなぜ加盟国が希求したのかに思いを

巡らせることは，巷に跋扈している悲観論とは異

なる形で知的欲求を満たすと考えている． 

 

付記 
 本論文は，平成 29 年度大妻女子大学戦略的個人

研究費（課題番号：S2917，研究課題名「EU に対

する歴史的制度主義アプローチ再考：市場統合に

おける統合，停滞，再統合」）による研究成果であ

る． 
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Abstract 

  This paper attempts to modify historical institutionalism’s philosophy/framework so that its insights 

might fit into European Union (EU) study. After the launch of the Single Market Programme and ratification 

of the Single European Act, theoretical approaches regarding the EU developed. Historical institutionalism 
was one such approach and highlighted the long-term effect of EU institutions on member states. However, 

historical institutionalism accepts some assumptions of its rival scholarship concerning states’ preferences 

and behaviors, especially those of liberal intergovernmentalism. This puts constraints on the arguments 
developed by historical institutionalism.  

  This paper clarifies such constraints in the context of development of theoretical arguments and 
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attempts to overcome them by modifying the arguments made by historical institutionalism so they might fit 
into EU study. This modified version of historical institutionalism emphasizes that once member states 

concluded the Treaty of Rome to seek a European solution instead of a national one, noncompliance or 

failure to implement treaty provisions could not remain. While EU institutions obey the treaty and some 
transnational actors find opportunities in its provisions, member states do not always comply, sometimes 

taking measures that reserve national governments’ noncompliance. However, once European solutions are 

demanded and concluded by member states, they cannot achieve their goals without them and reservation 
measures and practices must be abandoned. This paper highlights that the initial institutional choice matters 

because it builds momentum toward integration.  

  This revised version of historical institutionalism avoids some critiques directed toward the original 
philosophy/framework, such as post hoc explanation and lack of testable hypothesis. 
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